
▲写真左から、宗田裕之（高津区）、
渡辺学（幸区）、勝又光江（麻生区）、
斉藤隆司（多摩区）、佐野仁昭（川崎
区）、市古映美（中原区、市議団長）、
要望書を受け取る福田紀彦市長、石
田和子（高津区）、石川建二（宮前
区）、井口真美（多摩区）、大庭裕子
（中原区）、片柳進（川崎区）の各市議

　政令市トップの「ゆたかな財政」をいかして子育て支援・福祉・くらし充実をと、日本共産党
川崎市議会議員団（11人）は『2018年度川崎市予算要望書』を福田市長に提出（11月27日）。要望
書は、多くの市民団体との懇談会で出された要求や、7行政区の区民要望などをまとめたもの。　
　小児医療、保育園、特養ホーム、介護保険料など切実な課題への対応を求めたのに対し、市長
は「いずれも大事な課題だと認識しています」と述べました。

　小児医療費助成について、入院医療費の所得制限
の廃止を公約した市長は、12月議会で「早期の実施
をめざす」と答弁。共産党は、子どもが入院するほど
の病気やケガをするときは外来通院の回数も多く
なると指摘し、「通院でも所得制限を撤廃し、助成対
象を中学卒業まで拡大を」と求めました。

　2017年4月の入所不承諾（保留数）が2891人と
深刻な待機児童問題。「新たに7000人以上の認可保
育園を整備」との市長公約について、共産党は、年次
計画の具体化を求めるとともに、増設規模を１万人
程度にひき上げるべきと提起。市長は「必要な地域
に適切な受入枠の確保をめざす」と答弁。

　川崎市立の小・中・特別支援学校の教員の定数内欠員が毎
年300人以上も。市長選で「定数の確保に全力をあげる」と決
意を述べた市長に、イニシアチブを発揮して欠員解消をはか
るよう要求。市長は「定数に見合った教員の配置について、教
育委員会に、多くの優秀な教員の確保へ様々な努力と工夫を
行なうよう求めていく」と答えました。

　現在、市立学校トイレの便器の洋式化率は約6割。
市長は「洋式化をスピードアップさせ、過去4年間で
改修した箇所の2倍を整備」と公約。それには今後4
年間で900ヵ所の洋式化が必要です。市長は「トイ
レの洋式化は最優先課題。加速化し、市立学校すべ
てのトイレの快適化を進める」と答弁。

　就学援助の対象で、現在は7月支給
されている入学準備金（新入学児童生
徒学用品費）が、中学校では今年度の
3月に、小学校では来年度の3月に、前
倒し支給されることになりました。

　2017年10月から、小学3～6年生対象に始
まった「ひとり親家庭等生活支援・学習支援事
業」（川崎区、高津区、多摩区）。安心できるス
ペースで、勉強を見て、遊んでくれて、話を聞
いてくれる大人がいます。全区に拡大するよ
う求め、こども未来局長は「事業の充実に努
める」と答えました。

　定時制高校の生徒が学習・生活・就労の相談支
援を受けられる居場所づくりのモデル実施が、
市立川崎高校（ぽちっとカフェ）につづき、市立
高津高校（いっぽ、2017年10月～）でもスター
ト。さらに市立橘高校と総合科学高校の定時制
について、教育次長は「モデル実施を検証し、他
校への展開も含め検討する」と答弁。

　自らも発達障害のある子育てを経験
し、相談支援の一定のトレーニングを受
けた親による共感的なサポート・助言が
受けられる「ペアレントメンター事業」
について具体化を求め、健康福祉局長は
「事業の実施にむけ検討を進めていく」
と答えました。

　また、武道の必修化で大きな保護者
負担となっている柔道着代など体育
実技用具費なども援助対象に加える
よう求め、教育次長が「関係局と協議
している」と答えました。

　2017年10月時点の待機者は
3582人（「なるべく早く入居した
い」が2676人）もいるのに、2020
年度まで３年間の整備計画は590
増床だけ。市長の「特別養護老人

ホーム整備」との公約の具体化、目
標の大幅ひき上げを求め、市長は
推進していくと答弁。また共産党
は、来年度からの介護保険料の値
上げをやめるよう求めました。
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2017年12月議会で共産党議員11人全員が一般質問にたち、身近な要望から
市政の課題まで市民要求の実現に奮闘しました。（質問項目を紹介します）

　しかし前年度の計画にあった「財政の硬直化が進ん
でいる」との言葉は消え、逆に今回は「本市の市税収入
は堅調に推移している」と明記。「財政がきびしい」と言
えず、福祉切り捨ての「行革」を進める根拠がなくなっ

たと指摘すると、市長は「これまで経験したことのない
社会状況の変化が見込まれる」などと答弁。共産党は、
市民生活になくてはならない施策は削減・見直しでな
く拡充こそ求められると主張しました。

■高齢者外出支援乗車事業
■重度障害者医療費
　助成制度
■成人ぜん息患者医療費
　助成制度
■障害者施設運営費補助
■介護保険外の市単独事業
日常生活用具給付、寝具乾燥事業、高齢
者音楽療法、緊急通報システム等

　福田市長の「行革」で、福祉電話相談事業や高齢
者住替え家賃助成事業の削減・廃止、高齢者外出支
援サービスの日祝日利用の廃止につづいて、2017

年度末には小学校ふれあいデイサービス・デイセントー
事業も廃止。2017年4月から市民利用施設の利用料、市民

サービス手数料も値上げ（4.9億円）。このほど発表された『行財
政改革第2期プログラム素案』では、高齢者・障がい者への福祉施
策がのきなみ見直しの対象にあがっています。（右・参照）
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市民生活になくてはならない施策は
削減・見直しでなく拡充こそ―日本共産党が主張( (

政令市トップの「ゆたかな財政」で、削る理由がないのに


